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要約 

本研究では、過去 40 年間（1975～2015 年）の日本の主な畜産物（鶏卵、鶏肉、豚肉、牛

乳・乳製品、牛肉）毎の窒素（N）フローを、物流データに基づき算定すると共に、主な畜

産物毎の N 利用効率（NUE）を指標とした持続可能性の評価を行い、生産・流通・加工・

消費過程のどの段階で NUE が上昇・低下し、どこに更なる改善点があるか等を示した。ま

た、みどりの食料システム戦略の目標「化学肥料削減 30%、有機農業面積 25%」や飼料自給

率の施策目標「粗飼料 100%、濃厚飼料 15%」に沿ったシナリオ分析により、農業生産セク

ター全体からの N 負荷削減効果を評価すると共に、国際的な目標「N 廃棄の半減」に向け

て消費者の取り組みが必要不可欠であることを提言した。 

 

1. はじめに 
様々な人間活動による地球上の窒素（N）循環の人為的攪乱は、「地球の限界（planetary 

boundary）」を大幅に超えたと報告されており（Rockström et al, 2009）、N 負荷の削減は、地

球規模での喫緊の課題となっている。2019 年 3 月の第 4 回国連環境総会（4th session of the 

United Nations Environment Assembly [UNEA4]）では、「持続可能な N 管理」が決議された

（United Nations Environment Program [UNEP], 2023）。同年 10 月には、国連加盟国による国

際的な目標「2030 年までに N 廃棄（nitrogen waste）を半減」が宣言され（コロンボ宣言）、

更に、2022 年 2 月に開催された第 5 回国連環境総会（UNEA5）では、「N 廃棄の顕著な減

少」に関する決議が行われた。現在、国連環境計画（UNEP）の下、N 管理に関わる様々な

国際的活動・条約等が連携するための条約間窒素調整メカニズム（INCOM, Interconvention 

Nitrogen Coordination Mechanism）の構築が検討されている（Sutton et al, 2021）。 

人為的な N 負荷の大部分は、フードシステム（食料生産～消費システム）由来であり

（Fowler et al, 2013; Galloway et al, 2014）、食料生産過程だけでなく、流通・加工・消費も含

めたフードシステム全体の N フローを把握し、より窒素利用効率（nitrogen use efficiency, 

NUE）の高い食料生産～消費方式へと転換することが強く求められている。日本では、2021

年 5 月に「みどりの食料システム戦略（Strategy for Sustainable Food Systems, MeaDRI）」が策

定され（農林水産省, 2023）、「2050 年までに化学肥料削減 30%、有機農業面積 25%」という

高い数値目標が掲げられた。一方、「みどりの食料システム戦略（以下、みどり戦略）」によ



る N 負荷削減効果を定量的に示すためには、国内最大の有機物 N 供給源である畜産業全体

の N フローや主な畜産物毎の N フローを把握し、NUE を指標とした定量的な評価を行う必

要がある。なお、本研究では、NUE を次式で定義する。 

   NUE(%) = 100 × 𝑁𝑁out 𝑁𝑁in⁄    [1] 

ここで、Nin は、対象とするシステム（単一のセクター・畜種、または、複数の連続したセ

クターが構成するシステム）に物流（飼料・材料等）として入る N 量、Nout は、対象システ

ムから物流（食飼料用途の生産物）として出る N 量、である。 

日本の畜産業の N フロー評価では、一般に、N 排泄量原単位（一頭羽・一日当たりの糞

尿 N 排出量）を用いるが、日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2022 年版によれば、長

年に渉る家畜の品種改良や給餌方法の改善等を反映して、主な畜種（採卵鶏、ブロイラー、

豚、乳牛、肉牛）毎の N 排泄量原単位は大幅に改訂されている（温室効果ガスインベント

リオフィス［GIO］, 2022）。特に、採卵鶏、ブロイラーでは、N 排泄量原単位の低下が著し

い。しかし、これらの変化が主な畜産物（鶏卵、鶏肉、豚肉、牛乳、牛肉）の NUE 向上に

どれだけ影響したかについては、定量的な解析が殆ど行われていない。また、家畜飼養期間

中の N 排出は、糞尿だけではなく、飼料ロスや死廃体等も考慮する必要がある（平野ら, 

2023）。したがって、環境（農地を含む）への N 排出量を求めるためには、N 排泄量原単位

に基づく方法ではなく、畜産業セクターを介した物流の物質収支に基づく方法をとる必要

がある。即ち、畜産業セクターから環境（農地を含む）への排出 N（Nloss）は、当セクター

に飼料として入った N（Nin）と、当セクターから生産物（食飼料用途）として出た N（Nout）

の差に、当セクター内の在庫増減 N（ΔNstock：増加で正の値をとる）を考慮して、次の物質

収支式により算定できる。 

   𝑁𝑁loss = 𝑁𝑁in −𝑁𝑁out − Δ𝑁𝑁stock   [2] 

即ち、様々な物流データでは把握できない N フローが、当セクターからの排出 N となる。 

畜産物が消費者の口に入るまでには、流通・加工の過程で、屠畜体副産物、食品加工廃棄

物、非可食部、食品ロス等により、多くの N が排出される一方、畜産副生物（内臓等）の食

品利用や食品ロス由来のエコフィード等、N排出削減に繋がるようなNリサイクルもある。

このような畜産業セクター及びそれを取り巻くフードシステム全体の複雑な N フローを、

物流データに基づき評価すると共に、長期的な変遷も明らかにすることで、NUE 改善策を

提示する必要がある。 

「飼料をめぐる情勢」（農林水産省畜産局飼料課, 2021）では、日本の飼料自給率の数値目

標を「2030 年に粗飼料 100%、濃厚飼料 15%」としているが、粗飼料自給率 100%を達成す

るには、特に粗飼料が不足する地域（例えば、南西諸島など）に注力する必要がある。これ

ら熱帯島嶼では、飼料作用の農地面積は限られているが、例えば、製糖用サトウキビの食品

加工廃棄物であるバガスを粗飼料として利用することで、島の農地面積を拡大することな



く、粗飼料自給率 100%と N 負荷削減の同時実現が期待できる。国際的な目標「N 廃棄を半

減」の達成に向けては、地域レベルの N 循環・N 負荷発生の実態や改善策を検討しつつ、

国全体の N フロー解析にも反映させる必要がある。更に、みどり戦略及び他の施策等を組

み合せたシナリオの下で、国レベルの農業生産セクター全体からの N 負荷削減効果を定量

的に示すと共に、それでも「N 廃棄の半減」の達成が難しい場合には、食料生産側だけでな

く食料消費側も含めて、更なる改善方策を提示する必要がある。即ち、食料生産・流通・加

工・消費過程の全てを考慮した N フローの詳細な把握が必要である。 

そこで、本研究では、過去 40 年間（1975~2015 年）を対象に、日本の主な畜産物（鶏卵、

鶏肉、豚肉、牛乳、牛肉）毎の生産・流通・加工・消費過程の N フローの長期変遷を、国レ

ベルの物流データ（食料需給表、畜産物流通統計、飼料月報、貿易統計、等々）に基づき明

らかにする。国産または輸入による粗飼料 N 及び濃厚飼料 N を主な畜種毎に分配し、主な

畜産物・畜種毎の NUE を算出することで、NUE を指標とした持続可能性の評価を行うこと

を主な目的とする。この 40 年間、日本の主な畜産物の生産・流通・加工・消費過程のどの

段階で NUE が向上したかを示すと共に、どこに更なる改善点があるか等を検討する。更に、

みどり戦略の数値目標「化学肥料削減 30%、有機農業面積 25%」や飼料自給率の施策目標

「粗飼料 100%、濃厚飼料 15%」から成る N 負荷削減シナリオの下で、日本の農業生産セク

ターからの N 負荷削減効果を定量的に示し、より持続可能な畜産業を推進するための具体

的方策について提言を行う。 

 

2. 調査研究の実施方法 
(1) 日本の畜産物毎の N フローに関わる文献調査 

日本の畜産物毎の N フロー（生産～消費過程）に関わる既往知見について、情報収集す

ると共に、N フローの詳細な把握や N 負荷削減対策を検討する上で必要となる手法や情報

等について整理した。 

 

(2) 主な畜産物毎の N フローの実態把握と NUE の算定 

過去 40 年間（1975~2015 年）を対象に、日本の主な畜種毎及び畜産物毎の生産・流通・

加工・消費に関わる国レベルの統計データ（食料需給表、畜産物流通統計、飼料月報、貿易

統計、等々）や関連する文献データを収集し、物流データとして整理すると共に、品目毎の

N 含量を乗じて、年毎の N フローに換算した。国レベルの畜産業セクター及びそれを取り

巻く食飼料供給システム全体を通じた N フロー解析の詳細は、平野ら（2023）の方法に準

じて実施した。 

主な畜種別（採卵鶏、ブロイラー、豚、乳牛、肉牛）の輸入飼料 N 及び国産飼料 N の分

配は、主に飼料月報を利用した。食品ロス N 由来のエコフィードの分配についても、飼料

月報に準じて推定した。主な畜産物（鶏卵、鶏肉、豚肉、牛乳・乳製品、牛肉）別の N フロ

ーを算定すると共に、異なる物流段階別の NUE を算定した。即ち、家畜飼養期間中の NUE



は、畜肉については、飼料 N に対する屠畜体 N の比（屠畜体 NUE）、鶏卵と牛乳・乳製品

については、飼料 N に対するこれらの国内生産 N の比（国内生産 NUE）として計算した。

また、これらの生産物を出荷した後の流通・加工過程（畜肉の場合は、屠畜体→国内生産→

供給粗食料［枝肉］→供給純食料［精肉＝可食部のみ］; 鶏卵と牛乳・乳製品の場合は、国

内生産→供給粗食料→供給純食料）の NUE については、屠畜体 N または国内生産 N に対

する供給純食料 N の比として計算した。 

屠畜体副産物のうち、食料（内臓等の畜産副生物）としてのリサイクル（飼料・肥料とし

ての利用は downcycle、食料としての利用は upcycle）や、食品ロスのうち、エコフィードと

しての利用（downcycle）が、N 負荷低減に及ぼす影響を、定量的に評価した。 

 

(3) 南西諸島（石垣島）におけるサトウキビの N フロー解析 

 南西諸島における粗飼料としての利用が期待されるバガス（製糖用サトウキビの食品加

工廃棄物）の現在の利用実態（燃料、堆肥、飼料等）について、石垣島のフードシステムに

おける N フローに詳しい国際農研・濵田研究員（本事業の研究協力者）の協力の下、様々

な統計データ・文献データ等、定量的な情報を収集した。また、石垣島のサトウキビ栽培～

製糖過程の現地視察及び現地関係者との意見交換等を行い、サトウキビ栽培～食品利用（島

外への輸出）に関わる N フローを把握・算定した。更に、南西諸島における今後の粗飼料

としての利用拡大可能性等について検討した。これら現地で得られた情報を活用し、国レベ

ルでのサトウキビの N フローを算定すると共に、島レベルでの N 負荷削減策の検討を行っ

た。 

 

(4) 農業生産セクターからの N 負荷削減シナリオの検討 

 国レベルの N フロー解析結果に基づき、過去 40 年間における主な畜産物別・物流段階別

の NUE の向上（低下）要因を検討した。また、みどりの食料システム戦略の目標「化学肥

料削減 30%、有機農業面積 25%」や飼料自給率の施策目標「粗飼料 100%、濃厚飼料 15%」

の達成を想定し、日本の農業生産セクターからの N 負荷をどれだけ削減できるのか、また

それは、コロンボ宣言による国際的な目標「N 廃棄を半減」をクリアできるのかどうかにつ

いて、検討した。更に、これをクリアできない場合には、他の有効と考えられる具体的な対

策（生産現場だけでなく流通・加工・消費段階における取り組みを含む）の提示と、その効

果の定量的な評価を試みた。 

 

3. 日本の主な畜産物毎の窒素フローに関する既往知見の整理 
日本の主な畜産物毎の N フローについては、これまで、N フットプリント研究による知

見がある（Shibata et al, 2014; Mori et al, 2020）。但し、これらの報告値は、他の文献値の引用

や畜産統計・畜産物生産費統計等に基づく推計値となっており、N フロー算定の面では不確

実性が大きい（例えば、配合飼料中の N 濃度が不明、飼料ロスが考慮されていない等）。ま



た、長期的な経年変化は調査されていない。日本の畜産業について、物流の実態を反映した

N フローと NUE の長期変遷の知見は殆どなく、物流データ（食料需給表、畜産物流通統計、

飼料月報、貿易統計、等々）に基づく解析を新たに行う必要がある。 

 日本の食飼料供給システム全体としての N フローについては、物流データに基づく一連

の研究（岩本・三輪, 1985; 三輪・岩本, 1988; 袴田, 1996; 1998; 織田, 2006; 2007; 松本ら, 2017）

がある。これらの研究では、畜産業からの全排出 N も算定されている。しかし、全排出 N

の内訳や畜産物別の N フローは把握できていない。これに対して、平野ら（2023）は、物

流データに基づく畜産業からの排出 N の内訳を、初めて畜種（畜産物）別・物流段階別に

明らかにすると共に、家畜飼養過程からの N ロスには、飼料ロス N や死廃体 N が含まれる

ことを示した。一方、これらの物流データ解析では、食料需給表を柱としており、糖料作物

（サトウキビ、ビート）に関わる N フロー解析が不十分となっている。このほかの研究と

しては、約半世紀の日本の食飼料供給システム全体の N フローを推計した研究（Shindo et 

al, 2009）もあるが、糞尿 N 量は畜種毎の N 排泄量原単位（経年変化なし）に基づくため、

畜種毎の飼養期間中の NUE 向上（低下）効果等を反映することが出来ていない。 

国レベルの家畜糞尿 N 量を推定した文献（原田・築城, 1993; 西尾, 2003; 寳示戸ら, 2003; 

神山ら, 2006; 生雲ら, 2007; 三島ら, 2008; Mishima et al, 2009; 2012; 2017）は多いが、N 排泄

量原単位を設定する際の給餌量の仮定が大きく異なること等が主因となり、各文献値間の

バラつきが非常に大きい。そのため、これらの文献値から経年変化や実態を知ることは出来

ない（平野ら, 2023）。公的機関では、経済協力開発機構（OECD）の OECD.Stat（OECD, 2023）

及び GIO（2022）による日本国 GHG インベントリ報告書が、1990 年以降の年毎の糞尿 N 量

を報告している。両者の値は、以前はどちらも同等の N 排泄量原単位（一定値）を使用し

ていたため，2016 年版の日本国 GHG インベントリ報告書までは OECD.Stat とほぼ一致し

ていた。しかしその後、日本国 GHG インベントリ報告書では、主な畜種毎の糞尿 N 計算式

についての見直しが進められ、その結果、日本国 GHG インベントリ報告書の最新版（GIO, 

2022）では、糞尿 N が OECD の 8 割以下にまで減少している（平野ら, 2023）。一方、OECD.Stat

では、長年、同じ N 排泄量原単位を使用しているため、精緻化が行われた日本国 GHG イン

ベントリ報告書の方が、信頼性が高いと考えられる。 

家畜糞尿 N 量が、2016 年版以前の日本国 GHG インベントリ報告書より大幅に低下した

主な要因は、品種改良や給餌方法の改善等を反映させた計算式を導入したことにより、特に

鶏（採卵鶏、ブロイラー）の N 排泄量原単位（経年変化する）が大幅に低下したことにあ

る。また、乳牛では、N 排泄量原単位が経年的にやや上昇した一方、一頭当りの生乳生産量

は格段に向上しているため、生産システムという観点で牛乳・乳製品の NUE がどう変化し

たかについては、家畜の N 排泄量原単位だけでは評価できない。したがって、物流データ

に基づき N フローを解析し、飼料 N に対する生産物 N の比である NUE を指標として、生

産システムとしての畜産業の NUE を評価する必要がある。 

畜産業が盛んな地域を対象とした地域レベルの N フロー解析については、これまで多く



の研究事例があるが、対象地域内または近隣地域において粗飼料生産が盛んな場合（大村, 

1994; 竹中・秦, 2002; 平賀, 2004; 白波瀬・小林, 2009）や、粗飼料を要する牛よりも豚・鶏

が主体の場合（松本ら, 1992a; 1992b）が多く、自給粗飼料が不足する地域の N フローの知

見（田代・高平, 2001）は乏しい。南西諸島のうち、石垣島等では肉牛（子牛）生産が盛ん

だが、島の面積は限られ、台風・干ばつ等の影響も大きい。南西諸島は、国内でも特に粗飼

料不足が起き易い地域とされており、島によっては輸入粗飼料への依存度も高い。現在、輸

入粗飼料及び濃厚飼料の高騰により、島の畜産業は大きな影響を受けている。南西諸島につ

いては、飼料用サトウキビの開発・利用（服部・境垣内, 2015; 服部ら, 2015）だけでなく、

新たな農地面積を要しない粗飼料供給源として、製糖用サトウキビのバガスの利用（岡田・

塩原, 2004）が有効と考えられている。これまで、バガスの大部分は製糖工場のボイラー用

燃料とされている（守川, 2000）が、近年はボイラー性能が向上しつつあるため、バガスの

利用実態が大きく変化していく可能性がある。バガスの粗飼料としての利用に加えて、サト

ウキビ栽培への牛糞堆肥等の有機物還元など、島嶼環境における粗飼料自給率向上と N 負

荷削減を同時に進める方策を検討する必要がある。 

以上のように、国レベルの畜産物毎の N フロー及び NUE の実態については知見が乏し

く、糞尿 N については、N 排泄量原単位に基づく文献値間のバラつきが大き過ぎて実態が

把握できない。物流データに基づく N フロー解析では、糞尿 N だけでなく、畜産物毎の異

なる物流段階における N ロスが初めて算定されたが、糖料作物の N フロー解析が不十分と

なっている。また、GIO（2022）の糞尿 N だけを見る方法では、生産システムとしての畜産

業及び畜産物の NUE を評価することが出来ない。南西諸島については、粗飼料自給率向上

に向けて飼料用サトウキビの開発・利用が進められているが、N フローの実態やバガス利用

等による N 負荷削減効果についての知見が乏しい。 

 

4. 日本の畜産業セクターとそれを取り巻く食飼料供給システム全体の窒素フロー 
日本の畜産業セクター及びそれを取り巻く食飼料システム全体の物流過程について、図 1

に示す概要図を基に、物流データの解析と N フロー解析を行った。 

その結果（図 2）、過去 40 年間（1975、1990、2005 及び 2015 年の 4 か年）の N フローを

見ると、1975～1990 年の 15 年間は全体的に大きく増加し、特に輸入食飼料 N は約 1.7 倍に

増大した（654.0→1092.6 Gg-N/yr）。1990 年は、輸入食飼料 N、国内生産食飼料 N 及び環境

（農地を含む）への排出 N が、何れも最大となった。その後、1990～2015 年の 25 年間、国

内生産食飼料 N は大きく減少し（643.0→417.6 Gg-N/yr）、他の大部分の N フローも減少し

たが、輸入飼料 N、輸入畜産物 N、畜産業セクターから食生活セクターへの供給純食料 N に

ついては、この 40 年間、増加し続けた（それぞれ、30.2→184.5、26.2→101.2 及び 101.2→169.5 

Gg-N/yr）。 

 



 
図 1 日本の畜産業セクター及びそれを取り巻く日本の食飼料供給システム全体の物流過

程を構成する主なセクターと主な品目の概要（平野ら［2023］を一部改変） 
各ボックス内の［生産物名］は、そのボックス内に含まれる生産物名を示すが、［うち家畜糞尿、飼料ロス、

死廃体等］については、環境（農地を含む）への排出物名を示す。矢印は物流を表し、特に畜産業セクター

に入る飼料を白色，同セクターから出る物流を黒色で示す。点線（化学肥料と作物残渣）のボックスは，食

飼料供給システム外（農地内）における投入や生産物を示す。 

 

畜産業セクターから環境（農地を含む）への排出 N 量についても、1990 年が最大であり

（825.8 Gg-N/yr）、2015 年にはその 83%まで減少した。1990～2015 年の 25 年間、畜産業セ

クターからの排出 N は、他のどのセクターからの排出 N よりも大きな値を示し、環境（農

地を含む）へ排出される全 N 量（1440.6～1717.7 Gg-N/yr）の 48%を占めていた。家畜飼養

期間中に排出される N 量（家畜糞尿、飼料ロス、死廃体等に含まれる N）は、1975～1990

年には、畜産業セクターからの排出 N の 92%～93%（508.9～767.1 Gg-N/yr）を占めていた

が、2005～2015 年には、同 88%～89%（605.2～672.5 Gg-N/yr）に低下していた。このこと

は、生産物出荷後の流通・加工過程からの排出 N が、相対的に増大したことを示している。 

畜産業セクターから排出される N フローの途中から食生活セクターへ向かう国産の可食

副生物（内臓等）N 量は、4.5～7.3 Gg-N/yr であった。これらの値は、畜産業セクターから

排出される糞尿等 N（飼料ロス、死廃体等 N を含む）以外の排出 N（42.4~94.2 Gg-N/yr）の

7%～12%に相当していた。即ち、可食副生物を食用として upcycle することで、畜産物の流

通・加工過程からの排出 N を 6%～11%削減する効果があった。 
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食生活セクターの人体に含まれる N 量は、この 40 年間、増大し続けた（137.7→182.9 Gg-

N）。一方、当セクターからの排出 N 量は、1990 年が最大（665.1 Gg-N/yr）であり、2015 年

にはその 85%まで減少していた。1990 年以降の 25 年間、当セクターからの排出 N 量は、

畜産業セクターからの排出 N 量の次に大きい値を示しており、環境（農地を含む）への全

排出 N 量の 39%～42%を占めていた。 

 

 
図 2 日本の畜産業セクター及びそれを取り巻く日本の食飼料供給システム全体の窒素（N）

フローの長期変遷（1975～2015 年） 
各ボックス内の［数値］は、そのボックス内に含まれる生産物 N の内数を示す。環境（農地を含む）の中

の［うち家畜糞尿等］は、糞尿が大部分だが、飼養期間中（出荷前）の飼料ロス・死廃体等を含む。点線

（化学肥料 N と作物残渣 N）のボックスは、食飼料供給システム外（農地内）における投入 N や生産物 N

を示す。 

 

江口・平野（2019）によれば、日本の食生活セクターでは、1970 年代後半から、食品ロス

による排出 N が顕著に発生し（図 3）、2015 年には供給純食料 N の約 11%が食品ロスとな

っている。一方、本研究では、2005→2015 年における食品ロス由来エコフィード N は、

7.4→10.6 Gg-N/yr と増大しており（図 2）、図 3 に示す食品ロス N を 7.7%～16.5%削減する

効果があったと言える。また、日本の食生活セクターでは、日本人の食事摂取基準によるタ

0
0

7.4
10.6

17.3
21.1
13.8
12.8

1223.1
1717.7
1593.9
1440.6

0.7
0.0
2.0
1.3

329.3
442.4
406.0
372.9

239.7
374.0
384.0
326.8

30.2
144.6
184.4
184.5

8.3
29.7
39.0
25.3

3.2
4.5
8.3
8.5

167.8
150.7
129.0
123.3

184.8
181.0

80.1
76.4

30.1
58.9
33.2
21.8

115.8
163.2
157.1
150.3

101.2
162.8
164.2
169.5

245.6
323.1
269.8
221.4

7.8
13.7
15.9
15.5

117.9
102.9

94.1
82.8239.8

324.2
266.8
258.1

13.3
16.4

3.4
2.4

208.8
258.7
246.5
203.4

653.0
612.0
471.0
372.0

137.7
166.0
181.8
182.9

92.1
76.0
77.2
64.5

81.2
135.5
115.8
138.0

44.9
59.5
51.1
45.3

21.7
44.5
77.9
80.2

2.8
2.7
2.6
2.6

45.4
67.4
46.8
48.0

輸出

環境
（農地を含む）

化学肥料

食生活

加工業穀類保管

人体

1975年
1990年
2005年
2015年

0.1
0.2
0.1
0.5

うち
家畜糞尿等

508.9
767.1
672.5
605.2

549.4
665.1
664.5
567.0

単位：Gg-N y–1

654.0
1092.6
1155.0
1040.5

22.3
79.8

112.7
79.2

輸入
食飼料

うち
水産物

うち
農産物
605.5
958.1
946.9
860.0

26.2
54.7
95.4

101.2

うち
畜産物

607.1
643.0
468.4
417.6

226.7
230.0
123.6

99.2

194.0
200.6
164.8
151.1

国内生産
食飼料

うち
水産物

作物残渣

うち
農産物
380.4
413.1
344.8
318.4

129.2
172.0
140.5
122.9

24.8
57.4
63.7
50.9

4.5
7.3
6.2
6.5551.3

825.8
758.7
686.0

67.8
94.5
84.9
79.3

119.4
180.1
169.4
173.3

畜産業
家畜体 国内生産



ンパク質摂取量（推奨値）から考えると、食べ過ぎが顕著に発生しており（図 3）、2015 年

には、供給純食料 N の約 22%が食べ過ぎとなっている。即ち、2015 年の食生活セクターで

は、供給純食料 N の約 33%が食品ロス・食べ過ぎとなっており、食料消費側の対策として、

これらを削減することが、食料生産～消費過程全体からの N 排出削減に効果的である。 

 

 
図 3 日本の食生活セクターにおいて発生する食品ロス及び食べ過ぎに含まれる窒素（N）

量の長期変遷（1975～2015 年）（江口・平野［2019］より作成） 

 

図 2 のうち、加工業セクターからの排出 N（有機質肥料等を含む）は、2015 年に最大値

（138.0 Gg-N/yr）を示した唯一の排出 N フローである。この排出 N フローが、環境（農地

を含む）への全排出 N に占める割合についても、2015 年の値（9.6%）が、この 40 年間で最

大となった。前述のように、畜産業セクターにおいても流通・加工過程からの排出 N の割

合が増加しており、これらを飼料または食料として有効活用（リサイクル）し、環境（農地

を含む）への排出 N にしないことが、日本の食飼料供給システム全体の NUE 向上に有効と

考えられる。 

 1990～2015 年の 25 年間、家畜飼養期間中に排出される N 量（家畜糞尿、飼料ロス、死廃

体等に含まれる N）は、減少し続けた（767.1→605.2 Gg-N/yr）（図 2）。その値は、OECD.Stat

の家畜糞尿 N より、32～80 Gg-N/yr 小さかった（図 4）。一方、日本国 GHG インベントリ報

告書の最新版（GIO, 2022）の家畜糞尿 N からは、79～98 Gg-N/yr 大きく、およそ並行して

推移した（図 4）。本研究と GIO（2022）の差は、飼養期間中の飼料ロス・死廃体等による

排出 N に相当し、飼料ロス N が大部分を占めると考えられる。2015 年の死廃体 N 量は、計

7.7 Gg-N/yr（主な畜種別では、採卵鶏、ブロイラー、豚、乳牛及び肉牛の順に、それぞれ、

1.1、2.1、2.2、1.6 及び 0.8 Gg-N/yr）と見積もられており（平野ら, 2023）、全体（98 Gg-N/yr）

の 7.9%を占める。したがって、2015 年の飼料ロス N は 90 Gg-N/yr と見積もられ、同年の食

品ロス N（64 Gg-N/yr）（図 3）の 1.4 倍に相当する。 
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図 4 公的機関（経済協力開発機構［OECD］及び温室効果ガスインベントリオフィス［GIO］）

による日本の家畜糞尿窒素（N）量の長期変遷（1990～2015 年）と本研究による家畜糞尿等

N 量（飼料ロス・死廃体等による排出 N 量を含む）の算定値（1975、1990、2005 及び 2015

年）の比較 

 

5. 主な畜産物毎の生産・流通・加工・消費過程における窒素フロー 
図 5 は、畜産業セクターに入った飼料 N が、生産・流通・加工を経て、食生活セクター

で消費される供給純食料 N になるまでの N フロー（2015 年の例）を、主な畜種別に示した

ものである。主な畜種（採卵鶏、ブロイラー、豚、乳牛及び肉牛）への飼料 N は、それぞ

れ、176.9、118.0、156.8、192.7 及び 172.8 Gg-N/yr であり、うち 24.0%、24.6%、15.6%、17.5%

及び 4.5%が、供給純食料 N として食生活セクターに供給されていた。供給純食料 N は、採

卵鶏（鶏卵＋肉）が最も大きく、肉牛が最も小さかった。 

全ての畜肉の供給純食料 N（64.4 Gg-N/yr）のうち、可食副生物 N が占める割合は、10.1%

であった（図 5）。即ち、可食副生物を食用として upcycle することは、畜肉の NUE を約 10%

上昇させる効果があった。畜産物毎に見ると、可食副生物 N が占める割合は、豚肉（14.3%）

>牛肉（10.7%）>鶏肉（6.5%）の順に高かった。 

畜種毎の排出 N 量は、どの畜種においても、飼養期間中（飼料 N から、屠畜体 N、鶏卵

N または牛乳 N が生産されるまでの過程）の糞尿等 N（飼料ロス・死廃体等を含む）が最

も大きかった。畜種毎の全排出 N に占める糞尿等 N の割合は、ブロイラーで最も小さく

（64.9%）、乳牛で最も大きかった（98.4%）。一方、排出 N が二番目に大きい過程は、畜種

によって異なっており、採卵鶏と豚は、供給粗食料→供給純食料の過程（非可食部 N）、ブ

ロイラー、乳牛及び肉牛は、屠畜体→国内生産の過程（屠畜体副産物 N）だった。 

家
畜

糞
尿

（
等

）
に

含
ま

れ
る

N
量

（
Gg

-N
/y

r）

400

500

600

700

800

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

OECD.stat
GIO2016
GIO2017
GIO2018
GIO2019
GIO2020
GIO2021
GIO2022
本研究



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 2015 年における日本の

主な畜種毎の窒素（N）フロー

（単位：Gg-N/yr）：(a) 採卵鶏

（鶏卵＋鶏肉）、(b) ブロイラ

ー、(c) 豚、(d) 乳牛（牛乳・乳

製品と牛肉）、(e) 肉牛 
* 飼料 N のボックス内の［数値］は、

内数であり、国産リサイクル飼料

（肉骨粉、フェザーミール及び様々

な食品ロス由来のエコフィード）の

N を表す。但し、肉骨粉とフェザー

ミールが給与されるのは(a)、(b)及び

(c)のみ。 

** 国内生産 N、粗食料 N 及び純食

料 N のボックス上またはボックス

内の［数値］は、内数であり、可食

副生物 N を表す。 

*** 孵化の目的で使用された卵（受

精卵）の N を表す。 

**** 屠畜体副産物は、屠畜体のう

ち枝肉にならなかった部分（蹄や皮

等）。 
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6. 石垣島におけるサトウキビの窒素フロー 
石垣市及び沖縄県の統計データ、関連する文献データ、石垣島製糖株式会社及び現地関係

者との情報交換等に基づき、石垣島の製糖用サトウキビの生産・加工・流通過程における N

フローの概要図を作成した（図 6）。製糖工場からの主な食品加工廃棄物としては、バガス

とフィルターケーキがあり、バガスの大部分は工場の燃料として使用され、バガス N は主

に窒素酸化物（NOx）として環境に排出されていた（排出規制を遵守）。一方、フィルター

ケーキは全て、サトウキビ畑土壌等への有機質肥料として還元されていた。また、最大の排

出 N フローは、畑土壌からの N 溶脱等による作物吸収ロスであった。したがって、サトウ

キビの NUE 向上のためには、作物栽培過程における N 溶脱の削減と製糖過程における NOx

排出の削減（バガスを粗飼料や有機質肥料としてリサイクルする等）が、最も効果的と考え

られる。 

粗飼料としてのバガスの利用可能性については、石垣島では、他の南西諸島に比べて、牧

草地が広く分布し、粗飼料自給率は 100%に近いとの情報が得られた。一方、徳之島のよう

に、肉牛生産が盛んで粗飼料不足の島では、飼料用サトウキビやバガスが粗飼料として利用

されている（神谷, 2014）。したがって、島の状況に応じて、粗飼料としてのバガス利用や、

濃厚飼料としての糖蜜利用等について、検討する必要がある。 

 

 
図 6 石垣島のサトウキビ生産・加工・流通過程における窒素（N）フローの概要 
各ボックス内の数値は、農地への新しい N 投入量（化学肥料 N＋生物学的窒素固定［BNF］N）を 100 とし

たときの相対値。 

 

7. 窒素利用効率を指標とした持続可能性の評価 
図 7 は、主な畜産物毎に、家畜飼養過程（飼料の給与から、国内生産または屠畜体まで）

と流通・加工過程（生産物の出荷から、供給純食料［可食部のみ］まで）の NUE の長期変

遷を示したものである。流通・加工過程の NUE は、一般に、家畜飼養過程の NUE（国内生

産 NUE、屠畜体 NUE）より高かったが、2015 年の鶏肉だけは、前者の方が後者よりも僅か

に小さい値を示した（図 7b）。また、家畜飼養過程の NUE は、牛肉を除き、長期的に上昇
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する傾向を示したが、流通・加工過程の NUE は、牛肉を除き、長期的に低下する傾向を示

した。したがって、家畜飼養期間中の糞尿等（飼料ロス・死廃体を含む）の削減を更に進め

ること、また、特に畜肉の流通・加工過程での N 排出を削減すること（歩留まりの向上）

が、畜産物 NUE の更なる向上のために必要と考えられる。 

 

 
図 7 主な畜産物毎の家畜飼養過程（飼料の給与から、国内生産または屠畜体まで）及び流

通・加工過程（出荷から、供給純食料［可食部のみ］まで）における窒素利用効率（NUE）

の長期変遷：(a) 鶏卵、(b) 鶏肉（ブロイラー＋採卵鶏の肉）、(c) 豚肉、(d) 牛乳・乳製品、

(e) 牛肉（肉牛＋乳牛の肉） 

 

牛肉については、歩留等級が A（産肉性が標準より上）に格付けされる牛肉の割合が、過

去 40 年間で顕著に増大しており（27.3%→44.2%）（日本食肉格付協会, 2022）、流通・加工過

程の NUE 上昇（図 7e）に繋がっていたと考えられる。一方、肉質等級が 4～5 級（高品質）

の牛肉の割合も同期間に顕著に増大しており（24.1%→35.8%）、肉質を向上させるための飼

養期間後半の肥育期間の増大（畜産物生産費調査より、乳用種雄：11.2→14.2 か月、和牛：

17.5→19.8 か月）が、屠畜体 NUE 低下（図 7e）の一因と考えられる。また、牛の屠畜体の

丸ごと廃棄率及び一部廃棄率は、長期的に上昇しており（2001～2015 年：0.63%→0.84%及

び 54.7%→65.5%）（厚生労働省, 2022）、疾病による内臓の廃棄等が、屠畜体 NUE の低下に

繋がったと考えられる。肉牛では、消費者ニーズに合わせて肉質等級を向上させるための濃

厚飼料の多給等による生産病の多発が問題となっており、動物としての家畜への大きな負

担が、飼養期間中の NUE 低下に繋がったと考えられる。より動物福祉に重視した飼養方法
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を選択することで、より NUE の高い牛肉生産が可能になると考えられる。 

図 8 は、主な畜種毎に、家畜飼養過程（飼料の給与から、国内生産または屠畜体まで）の

NUE と流通・加工過程（生産物の出荷から、供給純食料［可食部のみ］まで）の NUE の長

期変遷を示したものである。これらのうち、特に NUE 向上が顕著だったのは、採卵鶏とブ

ロイラーの家畜飼養過程の NUE である。これらの畜種は、主に育種改良により、飼料要求

率（生産物重量当りの飼料消費重量）がこの 40 年間で大幅に低下した（採卵鶏：2.95→1.95、

ブロイラー：2.70→1.81）（井土, 2010; 農林水産省生産局畜産部畜産振興課, 2019）。これが、

鶏卵の国内生産 NUE 及び鶏肉の屠畜体 NUE を大幅に向上させ（図 7a; 7b）、鶏の N 排泄量

原単位の低減（1990 年以後の 25 年間で 74%～94%に低下）（GIO, 2022）に繋がった。 

 

 
図 8 主な畜種毎の家畜飼養過程（飼料の給与から、国内生産または屠畜体まで）及び流通・

加工過程（出荷から、供給純食料［可食部のみ］まで）における窒素利用効率（NUE）の長

期変遷：(a) 採卵鶏（鶏卵＋鶏肉）、(b) ブロイラー（鶏肉）、(c) 豚（豚肉）、(d) 乳牛（牛乳・

乳製品＋牛肉）、(e) 肉牛（牛肉） 

 

8. 日本の農業生産セクター全体からの窒素負荷削減シナリオ 
日本の畜産業セクター及びそれを取り巻く食飼料供給システム全体の N フロー（2015 年）

（図 2）に基づき、日本の農業生産セクター全体からの「N 廃棄を半減」（コロンボ宣言に

よる国際的な目標）するために必要な施策や取り組み等を検討した（図 9）。その結果、日

本の農業生産セクター全体からの「N 廃棄を半減」するためには、食料生産側の対策だけで

は実現困難であり、食料消費側の対策（食品ロス・食べ過ぎの半減）との連携（耕畜食連携）
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が必要であることが示された。即ち、みどり戦略に従って有機農業面積を 25%まで拡大す

ると共に、残りの農地面積75%における慣行農業で化学肥料Nを大幅に削減したとしても、

「N 廃棄の半減」は達成できない（図 a：シナリオ (a)）。また、シナリオ (a)に加えて、畜

産局飼料課（2021）による飼料自給率向上の数値目標（粗飼料自給率 100%、濃厚飼料自給

率 15%）に沿って、国産の粗飼料作物及び濃厚飼料作物を増産し、化学肥料 N を 100%削減

したとしても、「N 廃棄の半減」は達成できない（図 b：シナリオ (b)）。これに対して、シ

ナリオ (b)に加えて、日本の消費者による食品ロス N（供給純食料の 11%）及び食べ過ぎ N

（同 22%）を半減させると共に、日本の農業全体での化学肥料 N を約 80%削減させると、

ようやく、「N 廃棄の半減」を達成できる（図 c：シナリオ (c)）。 

以上の結果は、日本の農業生産セクターからの「N 廃棄の半減」を達成する上で、生産者

だけでなく、消費者の役割が非常に大きいことを明示している。また、消費者ニーズは、畜

産物の生産量だけでなく品質（例えば、牛肉の肉質等級）にも影響を及ぼし、そのことが、

家畜飼養過程の NUE の低下に繋がる場合もある（図 7e）。消費者ニーズ（市場ニーズ）は、

食料生産～消費過程の物質フローを動かす最大の駆動力であり、食料生産側における耕畜

連携だけでなく、食料消費側も巻き込んだ耕畜食連携システムの構築と制御が、「N 廃棄の

半減」を実現する上で必要不可欠である。 

 

図 9 日本の農業生産セクターからの窒素（N）負荷削減シナリオ：(a) 有機農業面積の拡大

（0.5%→25%）＋慣行農業における化学肥料削減シナリオ、(b) 「シナリオ (a)」＋飼料自給

率の向上（粗飼料自給率 100%＋濃厚飼料自給率 15%）シナリオ、(c) 「シナリオ (b)」＋消

費者の食品ロス・食べ過ぎの半減シナリオ 

 

9. 本研究成果の特徴・活用面 
本研究では、過去 40 年間（1975～2015 年）の日本の畜産業セクターにおける N フローの
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実態を詳細に明らかにすると共に、主な畜産物毎の NUE を持続可能性の簡易指標として用

いることで、日本の畜産業の持続可能性を定量的に評価した。これまでは、主な畜種別の N

排泄量原単位に依存する（注目する）報告や、食飼料供給システム全体を対象とした物流デ

ータに基づく報告等が多く、畜産物毎に細分化した N フロー及び NUE を物流データの実態

に基づき算定した報告は殆ど無かった。これらの知見は、それぞれの畜産物の生産者、流通・

加工業者、消費者等を対象とした食育・環境教育等により知識普及・理解醸成を図るための

科学的情報として活用できる。 

また、本研究では、日本の畜産業の更なる持続的発展に向けた取り組みとして、みどりの

食料システム戦略の数値目標「化学肥料削減 30%、有機農業面積 25%」及び国産飼料の生

産拡大に向けた施策目標「粗飼料自給率 100%、濃厚飼料自給率 15%」に注目し、これらの

数値目標を達成した場合に、日本の農業生産セクター全体からの N 負荷削減効果はどの程

度か、それはコロンボ宣言による国際的な目標「N 廃棄を半減」をクリアできるのか、出来

ないとすれば更にどのような取り組みが必要か、等について、生産現場だけでなく流通・加

工・消費段階における取り組みも含めて、具体的な改善方策を提示した。また、特に輸入粗

飼料への依存度が高いとされる南西諸島における製糖用サトウキビの N フローや食品加工

廃棄物であるバガスの利用実態・利用拡大可能性等に関する現地調査を行い、農地面積を拡

大することなく、粗飼料自給率 100%と N 負荷削減を同時に達成する方策を検討した。 

本研究で得られた情報は、みどりの食料システム戦略等の国行政施策の推進や、第 5 回国

連環境総会（UNEA5）で決議された「N 廃棄の顕著な減少」の達成に向けた様々な取り組

みに対して、大いに貢献するものである。 
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